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別紙

工事の総合評価落札方式における参加表明段階で技術者の資料を求め

ない方式の試行について

１ 目的

総合評価落札方式による工事の発注においては、競争参加者は数十枚に及ぶ

申請書等の資料を作成する必要があり、事務負担が大きくなっている。

また、技術者不足が深刻化する中、技術提案評価型（基準額以上）において

は、競争参加資格確認申請書等の提出期限から落札者の決定までの間、配置予

定技術者が長期間拘束されることとなり、入札参加における制約の一因となっ

ている。

技術提案評価型（基準額以上）は、配置予定技術者の評価は行っていないこ

とから、配置予定技術者の申請資料の提出期限を落札決定前までに延伸するこ

とで、参加表明者は契約手続きの終盤まで配置予定技術者の選定が可能となり、

より効率的な配置ができるようになるとともに、落札候補者のみに配置予定技

術者の資格要件に係る資料の提出を求めることにより、受発注者双方の事務負

担軽減を図るものである。

２ 適用範囲

総合評価落札方式において、技術提案評価型（基準額以上）を適用する工事

において試行できるものとする。ただし、段階的選抜方式を除く。

３ 参加表明段階で技術者の資料を求めない方式の試行

参加表明段階で技術者の資料を求めない方式の試行に当たっては、本要領に

おいて定めるもののほか、工事に関する入札に係る総合評価落札方式について

（施本第７５８号(ＣＣＰ)。１２．４．１４。）、建設工事請負契約に係る総

合評価落札方式の適用に関する事務処理要領について（防整施第６０３３号。

３１．３．２８。以下「事務処理要領」という。）及び建設工事請負契約に係

る施工体制確認型総合評価落札方式について（防整施第６０３５号。３１．３．

２８。）により実施するものとする。

４ 入札公告及び入札説明書

入札公告及び入札説明書には、参加表明段階で技術者の資料を求めない方式

の試行対象工事であることを記載する。

５ 手続きに要する日数

別図に示す日数を参考とする。

６ 配置予定技術者の資格要件に係る資料の提出

(1) 配置予定技術者の資格要件に係る資料は入札価格が予定価格の制限の範囲
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内にある者のうち、事務処理要領の別添２の第４章第１項の落札者の決定方

法によって得られた評価値が最も高い者（以下「落札候補者」という。）に

対してのみ提出を依頼する。

(2) 前号の資料は、原則として、落札候補者選定通知日の翌日から起算して３

日（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項

に規定する行政機関の休日を除く）以内に提出させること。

なお、期限内に提出がなかった場合は、競争参加資格無しとする。

(3) 落札候補者が複数いる場合は、当該者に前号の依頼を行う。

７ 落札候補者選定結果等の通知及び配置予定技術者資格要件に関する資料の提

出依頼

落札候補者には、配置予定技術者の資格要件に係る資料の提出依頼を含めた

落札候補者選定通知書（別紙様式第１）を、それ以外の競争参加者には落札候

補者対象外である旨を記載した落札候補者非選定通知書（別紙様式第２）を、

それぞれ通知する。

８ 落札者の決定

(1) ６(2)により配置予定技術者の競争参加資格があると認められた場合、そ
の者を落札者とする。

(2) 落札候補者が複数いる場合は、くじ引きにより落札者を決定する。

９ 入札手続期間における競争参加辞退、配置予定技術者の扱い

(1) 入札書提出以降かつ配置予定技術者の資格要件に係る資料の提出まで

他の工事を落札したことにより配置予定技術者を配置することができなくな

った場合には辞退を認め、入札を「無効」とする。

(2) 配置予定技術者の資格要件に係る資料の提出から落札決定まで

ア 他の工事を落札したこと又はその他やむを得ない理由（死亡、傷病、出

産、育児、介護、退職等）により配置予定技術者を配置することができな

くなった場合には辞退を認め、入札を「無効」とする。

イ 配置予定技術者の変更は認めない。

１０ その他の留意事項

(1) ダウンロードシステムを用い、入札参加希望者に対して、本方式による事

務負担の軽減及び入札への参加意欲に関するアンケートを実施し、その結果

を整備計画局建設制度官付建設契約審査班に報告すること。

(2) 本方式の入札手続は、原則として電子入札システムで行い、当分の間、落

札候補者選定通知書及び落札候補者非選定通知書については電子メールで行

うものとする。

(3) 本通知の実施に当たり疑義が生じた場合は、整備計画局建設制度官と協議

するものとする。



別紙様式第１
年 月 日

住 所
商号又は名称
代表者氏名 殿

会計機関名
役職 氏名

落札候補者選定通知書

建設工事において、先に提出のあった技術提案及び入札書により評価した結果

を下記のとおり通知します。

また、下記資料提出期限までに配置予定技術者の資格要件に係る資料を提出し

てください。

記

入 札 公 告 日 年 月 日

工 事 名 工 事

落札候補者選定結果 落札候補者の対象

資 料 提 出 期 限 年 月 日 ○○時○○分まで

注１：配置予定技術者の資格要件に係る資料の様式は、付紙（別冊様式第３－１）

を下記窓口まで電子メールで提出してください。これにより難い場合には、

下記窓口と提出方法について調整してください。

注２：配置予定技術者の資格要件に係る資料により競争参加資格が認められた場

合は落札候補者を落札者として決定します。

注３：配置予定技術者の資格要件に係る資料により競争参加資格がないと認めら

れた場合及び付紙を提出しない場合、当該業者の行った入札は無効としま

す。

窓口：○○防衛局○○課○○係 ○○○○ TEL○○○（○○○）○○○○
E-mail○○○（○○○）○○○○



別紙様式第２
年 月 日

住 所
商号又は名称
代表者氏名 殿

会計機関名
役職 氏名

落札候補者非選定通知書

建設工事において、先に提出のあった技術提案及び入札書により評価した結果

を下記のとおり通知します。

なお、落札結果及び競争参加者の加算点評価内訳については、落札決定後に公

表します。

記

入 札 公 告 日 年 月 日

工 事 名 工 事

落札候補者選定結果 落札候補者の対象外
ただし、配置予定技術者資格要件確認の結果により、後日落札候補者

選定通知書が送付される場合があります。

窓口：○○防衛局○○課○○係 ○○○○ TEL○○○（○○○）○○○○
E-mail○○○（○○○）○○○○



別図第１

標準的日数

３０日

１０～２０日

７日※２

１０日

２５～３０日

５日

８日

約７８～９３日

※１：技術部会は競争参加資格・指名審査委員会と兼ねることが出来るものとする。

１０日程度

３日※3

安全保障外工事（基準額以上）における参加表明段階で技術者の資料を求めない方式による

標準的な業務の流れ及び所要日数

　公告後速やかに

※２：行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日を除く。

※３：落札候補者選定結果通知日の翌日から起算して３日（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第

１条第１項に規定する行政機関の休日を除く）以内

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）※１
競争参加資格の設定、

総合評価の適用、評価項目・評価基準・評価点等の設定

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の設定、

総合評価の適用、評価項目・評価基準・評価点等の設定の審議

入札公告の官報掲載依頼

入札公告（官報、庁舎内、HP）

入札説明書等の交付

一般競争参加資格確認申請書等の受付期限

競争参加資格の確認、技術資料の審査

一般競争参加資格確認通知書の送付
（技術提案の採否通知）

入札説明書に対する
質問書の受付期限

質問書に対する回答書
の閲覧開始

入札書の受領期限

入札執行（開札）

非落札者への通知

（落札決定の日の翌日から７日以内）

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）※１
競争参加資格の確認、技術提案等の審査・評価※

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の確認、技術提案等の審査・評価の審議

参加資格がないと認めた
理由等の説明請求期限

理由の説明請求に係る
回答期限

技術提案書作成説明会

落札者の官報公示

（落札決定の日の翌日から７２日以内）

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）※１
競争参加資格の設定、

総合評価の適用、評価項目・評価基準・評価点等の設定

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の設定、

総合評価の適用、評価項目・評価基準・評価点等の設定の審議

入札公告の官報掲載依頼

入札公告（官報、庁舎内、HP）

入札説明書等の交付

一般競争参加資格確認申請書等の受付期限

競争参加資格の確認、技術資料の審査

一般競争参加資格確認通知書の送付
（技術提案の採否通知）

入札説明書に対する
質問書の受付期限

質問書に対する回答書
の閲覧開始

入札書の受領期限

入札執行（開札）

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）※１
競争参加資格の確認、技術提案等の審査・評価※

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の確認、技術提案等の審査・評価の審議

参加資格がないと認めた
理由等の説明請求期限

理由の説明請求に係る
回答期限

技術提案書作成説明会

落札候補者選定・非選定通知書送付

配置予定技術者資格要件に関する資料提出

落 札 決 定



技術提案評価型 施工能力評価型

３０日 １５日

１０～２０日 １０～１５日

５日※２

５日

２０～２５日 ２０～２５日

５日

８日

３日※3 ３日※3

約７３～８８日 約５８～６８日

※１：技術部会は競争参加資格・指名審査委員会と兼ねることが出来るものとする。

別図第２

標準的な業務の流れ及び所要日数

安全保障工事における参加表明段階で技術者の資料を求めない方式による

※３：落札候補者選定結果通知日の翌日から起算して３日（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）

第１条第１項に規定する行政機関の休日を除く）以内

１０日程度 １０日程度

※２：行政機関の休日に関する法律（昭和６３年法律第９１号）第１条第１項に規定する行政機関の休日を除く。

　公告後速やかに 　公告後速やかに

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）※１
競争参加資格の設定、

総合評価の適用、評価項目・評価基準・評価点等の設定

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の設定、

総合評価の適用、評価項目・評価基準・評価点等の設定の審議

入札公告（庁舎内、HP）

入札説明書等の交付

一般競争参加資格確認申請書等の受付期限

競争参加資格の確認、技術資料の審査

一般競争参加資格確認通知書の送付
（技術提案の採否通知）

入札説明書に対する
質問書の受付期限

質問書に対する回答書
の閲覧開始

入札書の受領期限

入札執行（開札）

落 札 決 定

競争参加資格・指名審査委員会（技術部会）※１
競争参加資格の確認、技術提案等の審査・評価※

競争参加資格・指名審査委員会
競争参加資格の確認、技術提案等の審査・評価の審議

参加資格がないと認めた
理由等の説明請求期限

理由の説明請求に係る
回答期限

技術提案書作成説明会

（技術提案評価型の場合）

落札候補者選定・非選定通知書送付
（配置予定技術者資格要件に関する資料提出依頼）

配置予定技術者資格要件に関する資料提出



付紙（別冊様式第3-1）

工　事　名：

工事名

発注者名

工事場所

契約金額

工期

従事役職

工事内容

受注形態等

コリンズ登録の有無

工事名

発注者名

工期

従事役職

本工事と重複する場

合の対応措置

コリンズ登録の有無

注： 1

2

3

4 　法令による資格・免許を有している場合は、その写しを添付する。

（現場代理人、監理（主任）技術者等の名称）

工

事

経

験

の

概

要

　□有（コリンズ登録番号　　　　　　　　）□無

（現場代理人、監理（主任）技術者等の名称）

　コリンズ登録の有無について、いずれかの「□」に「■」を付す。「有」に「■」を付した

場合は、コリンズの登録番号を記載し、写し（詳細含む。）を添付する。「無」に「■」を付

した場合は契約書の写し及び当該工事実績を証明する資料を添付する。

　記載する工事に工事成績がある場合は、成績評定通知書の写しを、ない場合は検査に合格し

ている証明を添付する。民間工事等の場合は、完成・引渡しが完了している証明を添付する。

　同種工事であることが確認できる内容を記載する。

最終学歴

法令による資格・免許

（施工管理技士、建築士等の名称及び取得年月日、監理技術者資格の取

得年月日、登録番号及び登録会社並びに監理技術者講習の取得年月日及

び修了証番号を記入する。）

（学校名、学科名及び卒業年次を記入する。）

配置予定技術者の資格及び同種工事に従事した経験等

　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

　□有（コリンズ登録番号　　　　　　　　）□無

（都道府県名、市町村名を記入する。）

（百万円単位で記入する。）

　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

単体／ＪＶ（出資比率）

申

請

時

に

お

け

る

他

工

事

の

従

事

状

況

等

項目 監理技術者又は主任技術者

氏名


